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令和７年度 

公益財団法人日本環境整備教育センター 

事 業 報 告 

 

 

 

  公益目的事業   

 

１．国家試験事業 

 

（１）浄化槽管理士試験（昭和 60 年より実施・通算 42 回） 
 

令和７年 10 月 26 日（日）５会場 <５会場>（宮城県、東京都、愛知県、大阪府、 

福岡県）において実施。 
 

申請者 1,003 <993>名、欠席者 122 <104>名、受験者 882 <889>名、 

合格者 201 <188>名、合格率 22.8 <21.1>％ 

    ※ < > 内は前年度実績。 

 

（２）浄化槽設備士試験（平成 23 年度より実施・通算 15 回） 
 

令和７年７月 13 日（日）５会場 <５会場>（宮城県、東京都、愛知県、大阪府、 

福岡県）において実施。 
 

申請者 817 <733>名、欠席者 72 <70>名、受験者 745 <663>名、 

合格者 233 <104>名、合格率 31.3 <15.7>％ 

※ < > 内は前年度実績。 
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２．講習事業 

 

２．１ 講習業務 

 

（１）浄化槽管理士講習（昭和 60 年度より実施・通算 610 会場） 
 

① 従来どおりの対面講習及び考査を３会場 <13 会場>（愛知県、大阪府、福岡県）

で実施。 

  講習をオンデマンドで実施し、考査のみ対面により７会場（宮城県、東京都４

回、大阪府、福岡県）において実施。 

    申請者 1,357 <1,331>名、受講者 1,325 <1,327>名、受験者 1,322 <1,324>名 

    修了者 1,094 <1,195>名、修了率 82.6 <90.1>％ 

※ < > 内は前年度実績 
 
  ② 再考査申請者 251 名、欠席者 12 名、再考査受験者 239 名、修了者 65 名、 

 修了率 27.2％ 
 

（２）浄化槽設備士講習（昭和 60 年度より実施・通算 438 会場） 
 

   講習をオンデマンドで実施し、効果評定のみ対面により５会場（東京都３回、大

阪府、福岡県）において実施。 

    申請者 270 <334>名、受講者 256 <327>名、受効者 256 <327>名、 

    修了者 237 <283>名、修了率 92.6 <86.5>％ 

※ < > 内は前年度実績 
 

（３）浄化槽技術管理者講習会（昭和 61 年度より実施・通算 354 会場） 
 

① ６会場 <６会場>（宮城県、東京都、愛知県、大阪府、福岡県、鹿児島県）にお

いて実施。 

   申請者 606 <602>名、受講者 604 <601>名、受験者 604 <599>名、 

   修了者 583 <572>名、修了率 96.5 <95.2>％ 

    ※ < > 内は前年度実績 
 

② 再考査申請者 28 名、欠席者０名、再考査受験者 28 名、修了者６名、 

 修了率 21.4％ 
 

（４）浄化槽検査員講習会（昭和 61 年度より実施・通算 93 会場） 
 

  ① ２会場 <２会場>（東京都２回）において実施。 
 
    申請者 84 <104>名、受講者 84 <104>名、受験者 84 <104>名、 

    修了者 74 <96>名、修了率 88.1 <92.3>％ 

※ < > 内は前年度実績 
 
  ② 再考査申請者６名、欠席者０名、再考査受験者６名、修了者４名、 

修了率 66.7％ 
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（５）浄化槽清掃技術者講習会（昭和 60 年度より実施・通算 56 会場） 
 

  ① １会場 <１会場>（東京都）において実施。 
 
    申請者 133 <153>名、受講者 133 <152>名、受験者 133 <152>名、 

    修了者 128 <147>名、修了率 96.2 <96.7>％ 

※ < > 内は前年度実績 
 

② 再考査申請者４名、再考査受験者３名、修了者３名、修了率 100％ 

 

 

２．２ 関連業務 

 

（１）浄化槽管理士台帳の作成と大臣免状の交付補助業務（環境省委託）（昭和 60 年度

より実施） 
 

環境省との契約に基づき、浄化槽管理士台帳の作成及び浄化槽管理士免状の送付

等を実施。 

令和７年度 交付者数 1,383 名（交付累計 95,365 名） 

 

（２）教材の作成及び改訂 
 

主に講習会テキストの年次更新データ等の改訂を実施。また、浄化槽管理士、浄化

槽設備士のオンデマンド講習の教材の手直しを実施。 

 

（３）試験事業及び講習事業への電子システムの導入等 
 

浄化槽管理士、浄化槽設備士の試験及び講習の電子申請システムを運用。また、浄

化槽設備士のオンデマンド講習の運用とともに浄化槽管理士のオンデマンド講習を

運用開始。 

 

 

３．普及啓発事業 

 

（１）全国浄化槽技術研究集会 
 

令和７年 10 月 15 日（水）及び、16 日（木）の２日間、「浄化槽の日」の関連行事

の一環として、環境省、国土交通省、農林水産省、茨城県、水戸市、「浄化槽の日」

実行委員会、全国浄化槽推進市町村協議会の後援を得て、茨城県水戸市（会場：水戸

市民会館）において第 39 回全国浄化槽技術研究集会を開催。 

１）全国浄化槽技術研究集会 

浄化槽技術研究会会員、浄化槽行政機関の職員、学識経験者、関係業界等、浄

化槽関係者が参加し、式典、浄化槽関係事業功労者に対する環境再生・資源循環

局長表彰の贈呈、浄化槽調査研究奨励賞の贈呈、公益財団法人日本環境整備教育

センター理事長感謝状の贈呈を実施。また「浄化槽に関する新作落語」のテーマ
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で講演（演者：落語家 笑福亭茶光）を実施。 

参加者 989<938>名 ※ < > 内は前年度実績 

 

２）研究発表会 

浄化槽等に関連する研究発表会を２会場で実施。 

発表課題 12<13>課題）※ < > 内は前年度実績 

 

３）浄化槽検査員研究会 

浄化槽検査員等、指定検査機関に所属し、浄化槽の検査業務に従事する者を対

象として、午前は浄化槽行政担当者研究会と合同で、環境省、国土交通省、農林

水産省、総務省、内閣府による行政報告、及び「能登半島地震により被災した個

人設置型浄化槽の調査業務」、「霞ケ浦の水環境と保全対策 －水質保全の強化

と外来種の対策などを踏まえた健全な水環境の創造－」のテーマで情報発表を

実施。午後は２会場に分かれ、「茨城県における効率化検査について」、「徳島県

における浄化槽台帳システムのＤＸ化について」、「浄化槽メーカーからの情報

提供」のテーマで情報発表を実施。 

参加者 300<256>名 ※ < > 内は前年度実績 

 

（２）浄化槽行政担当者研究会の開催 
 

令和７年 10 月 16 日（木）、環境省、国土交通省、農林水産省の後援を得て、茨城

県水戸市（会場：水戸市民会館）において、全国都道府県・政令市ならびに市町村協

議会会員市町村の浄化槽行政担当者による第 47 回浄化槽行政担当者研究会を開催。

午前は浄化槽検査員研究会と合同で、午後は２会場に分かれ、「茨城県における浄化

槽行政について」、「築上町における濃縮液肥を使用した資源循環型農業のご紹介」、

「三坂（入間）漁港漁業集落環境整備事業廃止 合併浄化槽への転換」のテーマで情

報発表を実施。 

参加者 135<134>名 ※ < > 内は前年度実績 

 

 

４．浄化槽調査研究助成事業 

 

（１）調査研究助成 
 

浄化槽に係る技術の開発等に寄与することを目的として、その基盤となる学術研

究及び調査について、大学、国公立研究機関及び公益法人研究機関等に所属する研

究者を対象に助成を実施。 

・昭和 62 年度から令和６年度までの助成課題申請総数 717 課題、採択課題数 183

課題 

・浄化槽研究助成委員会を当教育センターにおいて令和７年５月 21 日（水）に開

催。令和７年度は３課題の申請があり、採択課題は無し。 
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（２）調査研究奨励 
 

浄化槽に係る調査研究を奨励することを目的として、令和６年度全国浄化槽技術

研究集会において研究発表されたもののなかから優秀課題を選考し、令和７年度全

国浄化槽技術研究集会において顕彰を実施。 

 

・平成８年度から令和６年度までの奨励課題数 最優秀 18 課題、優秀 49 課題 

・浄化槽研究奨励選考委員会を当教育センターにおいて令和７年７月 17 日（木）

に開催。 

 

最優秀課題 賞金 30 万円 

課題名：「流達率を考慮した浄化槽と下水道の水質の比較」 

発表者：乾 達哉（公益財団法人鹿児島県環境保全協会） 

 

優秀課題 賞金 10 万円 

課題名：「熊本県の災害と浄化槽 被害と今後の備えについて」 

発表者：﨑村 英明（公益社団法人熊本県浄化槽協会） 

 

 

 

  収益事業   

 

１．研修事業 

 

（１）コンパクト型浄化槽の清掃の実務に関する講習会Ⅱ 

（平成 23 年度より実施・通算 16 会場） 
 

    ３会場 <２会場>（群馬県、埼玉県、愛知県）において実施。 

    申請者 95 <104>名、受講者 94 <103>名、修了者 94 <103>名 

※ < > 内は前年度実績 

 

（２）地方公共団体及び浄化槽関連団体等からの依頼による講師派遣 
 

国、地方公共団体、浄化槽関連団体等の講習会・研修会において、主催団体からの

要請に応じて講師等を派遣。 

 派遣会場数 31 <34>会場 

※ < > 内は前年度実績 

 

（３）浄化槽管理士に対する研修会 
 

１）講師派遣 

令和２年４月に施行された改正浄化槽法で定められた浄化槽保守点検業の登
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録条例に基づく浄化槽管理士に対する研修会において、各都道府県及び浄化槽

関係団体からの要請に応じて講師を派遣。 

派遣会場数 91 <93>会場 

※ < > 内は前年度実績 

２）テキストの改訂 

標記研修会において、環境省から示された全国統一的に講習すべき事項に基

づき、テキストの年次更新データ等を改訂。 

 

（４）浄化槽管理士証・その他受講証・修了証の発行業務（浄化槽関係資格者証） 
 

１）浄化槽管理士証の発行（昭和 61 年度より実施） 
 

令和７年度 発行者数 553 名（交付累計 38,614 名） 

 

２）講習会受講修了証明証の発行（平成 16 年度より実施） 
 
   令和７年度 浄化槽技術管理者発行者数 152 名（交付累計 4,768 名） 

   令和７年度 浄化槽清掃技術者発行者数 55 名（交付累計 1,416 名） 

 
 

（５）実務セミナーの開催 

継続教育の重要性と共に講習会修了者等のニーズに応えるため、平成 16 年度より

実施。令和７年度は当教育センターにおいて５回開催（すべてオンライン形式）。 

参加者 44<32>名 ※ < > 内は前年度実績 
 

○令和７年度の実施テーマ 

①汚泥濃縮車、脱水車の活用と課題 

②浄化槽の維持管理における水質測定 

③油脂類が流入する排水処理の技術と実状 

④大型浄化槽の構造と維持管理 

⑤特定既存単独処理浄化槽の判定と対応 

 

 

２．調査研究事業 

 

（１）調査・研究業務 
 

１）環境省の調査・研究業務 
 

① 浄化槽システムの脱炭素化に向けた維持管理・転換方策の提案とシナリオ 

設計（環境研究総合推進費:３ヵ年計画の３年目） 
     

浄化槽システムを対象として、浄化槽の維持管理を高度化させていく移行策と、

汚泥処理を資源化システムに転換する方策の提案と評価を通して、脱炭素シナリ

オを具体化する。 
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研究代表者は大阪大学であり、教育センターは 3 テーマのうちの「ⅰ外部境界

技術の変化を踏まえた浄化槽システムの 2050 年脱炭素シナリオの設計」の研究を

大阪大学と連携して実施中である。他テーマ「ⅱ設計・維持管理の高度化による浄

化槽からの GHGs 削減手法の提案」は東洋大学と長岡工業高等専門学校が、「ⅲ浄

化槽汚泥等のバイオチャー化による CO2削減技術の確立」については国立環境研究

所、農業・食品産業技術総合研究機構及び秋田県立大学が担当している。 

本年度は、「ⅰ外部境界技術の変化を踏まえた浄化槽システムの 2050 年脱炭素

シナリオの設計」として、浄化槽における保守点検、清掃、法定検査の業務分析と

各業務における GHGs 排出量を算出し評価した。さらに清掃実施率 100%を前提に、

し尿処理施設の広域化と汚泥濃縮車を活用したケースでの清掃業務分析と、し尿

処理施設の流入負荷変動についても検証した。また、汚水処理概成と人口減少及び

浄化槽の老朽化更新を踏まえた 2050 年度までの浄化槽設置基数、浄化槽分野にお

ける GHGs 排出量を推計し、３か年の研究成果とした。 

 

② 令和７年度浄化槽の維持管理強化に係る調査検討業務 

ⅰ プラットフォーム構築に向けた要件定義書の作成 

保守点検・清掃業者から各地方公共団体に対して報告される維持管理情報を

統一的に受領でき、また各地方公共団体が当該情報にアクセス可能な Web プラ

ットフォームの構築に向けて、行政担当者、保守点検・清掃業者に対するヒア

リング調査を実施し、その結果を反映して要件定義書を作成した。 

 

ⅱ 環境省版浄化槽台帳システムの改修に向けた要件定義書の作成 

令和３年度より配布開始された環境省版浄化槽台帳システムについて、令和

７年３月の施行規則改正（11 条検査の結果報告書に「特定既存単独処理浄化槽

に該当するおそれの有無」を追加）や維持管理マニュアル発出（環境省版浄化

槽台帳システムに未搭載の項目を例示）に対応できるよう、同システムの改修

に向けた要件定義書を作成した。同システムの利便性向上を目途として、利用

者である地方公共団体に対しヒアリング調査を実施し、その結果を適宜、要件

定義書に反映した。 

 

ⅲ 浄化槽の維持管理費用等の実態調査・分析 

浄化槽の維持管理に関する費用等の実態を把握するため、全国の保守点検業

者、清掃業者、公共浄化槽等整備推進事業実施市町村に対しアンケート調査を

実施し、調査データの集計、解析、過年度調査結果との比較を行った。 

 

ⅳ 浄化槽の維持管理向上等に関する全国会議の開催 

全国の指定検査機関、都道府県及び保健所設置市を対象とした全国会議を開

催し、当該業務で進行中であった環境省版浄化槽台帳システムの改修内容及び

維持管理費用等の調査結果、ならびに三重県大台町における生活排水処理事業

使用料の改定及び浄化槽の災害対応等に関する情報提供、意見交換を行った。 
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２）登録浄化槽審査受託事業 
 

浄化槽設置整備事業の国庫補助指針に対する適合状況の審査に関し、全国浄化槽推進

市町村協議会の委託を受け、予備審査、本審査、事後の実地調査を実施した。これらの審

査、調査を行った件数は以下のとおりであった。 

① 登録審査 ５<９>申請（新規１ <３>申請、更新４ <６>申請） 

② 実地調査 52<25> 基 （新規０ <０>基、  更新 52 <25>基） 

※ < > 内は前年度実績 

 

３）関連団体との連携事業等 
 

①大型浄化槽の省エネ促進支援 

中大型合併処理浄化槽について、最新型の高効率機器への改修、先進的省エネ型

浄化槽への交換、再生可能エネルギー設備（太陽光発電設備、蓄電池等）の導入を促

進するため、（一社）全国浄化槽団体連合会からの受託による省エネ導入機器の現地

確認・検証を実施した。 

②有識者委員会への参画 

「令和７年度次世代浄化槽システムに関する調査検討業務」に係る検討会へ有識

者の委員として出席した。 

 

 

３．国際協力事業 

 

３．１ 国際協力業務 

 

（１）研修協力  
① ＪＩＣＡ：課題別研修「分散型汚水処理システム導入・普及」 

② ＪＩＣＡ：課題別研修「下水道マネージメント」 

③ ＪＩＣＡボリビア：JICA 技術協力プロジェクト「ボリビア国コチャバンバ県統合

水資源管理実践能力強化プロジェクト」下水処理技術ワークショップ 
④ ＪＩＣＡ：JICA 技術協力プロジェクト「イラク共和国 クルディスタン農業試験セ

ンター運営強化プロジェクト」本邦研修 
⑤ ASCI-ADBI Online Certification Course on "Leadership Development for 

Citywide Inclusive Sanitation with a Climate-Resilient Approach" (Cohort 6) 
“Planning for sanitation: Onsite and off-site systems, code of practices and 
guidelines”（ASCI-ADBI オンライン認定コース「気候変動に強いアプローチによ

る都市全体の包括的な衛生管理のためのリーダーシップ育成」（第 6 期）「衛生管理

の計画：オンサイトおよびオフサイトシステム、実施規範およびガイドライン」） 
※ ASCI: インド行政官大学（Administrative Staff College of India） 
※ ADBI: アジア開発銀行研究所（Asian Development Bank Institute） 
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（２）国際会議等における情報収集と情報発信 
・ADB Water and Urban Development Forum (AWUF) 2025, Session “Inclusive 

Sanitation: Solutions for Every Community” (アジア開発銀行-水と都市開発フォー

ラム（AWUF）2025、セッション「包括的な衛生設備：あらゆるコミュニティのため

のソリューション」) （フィリピン国、マニラ市、2025 年 5 月 28 日） 
・浄化槽セミナー（フィリピン国、マニラ市、2025年 9月 25日） 
・浄化槽セミナー（ラオス国、ビエンチャン都、2025年 12月 10日） 
・「第 13 回アジアにおける分散型汚水処理に関するワークショップ」（東京、2025 年 11

月 11 日） 
・「第 18 回 ISO TC224/WG8 専門家会議」（カナダ、トロント、2025 年 6 月 26 日） 
・「第 19 回 ISO TC224/WG8 専門家会議」（日本、東京、2025 年 12 月 1-2 日） 
・ボリビア「環境工学と持続可能な開発に関する国際科学会議」（オンライン、2025 年

10 月 10 日） 
・GCUS：セミナー「JSC の概要と世界の衛生分野の動向」（東京、2026 年 2 月 12 日） 

 
※ ADB: アジア開発銀行 
※ GCUS: 下水道グローバルセンター（GCUS: Japan Global Center for Urban 

Sanitation） 
 
３.２ 国際調査業務 

令和 7 年度浄化槽に係るアジアにおけるワークショップ及びセミナー等開催業務（環境省） 
日本のし尿処理・浄化槽に関する情報発信及びアジア分散型汚水処理関係者とのネットワ

ーク構築のため、「第 13 回アジアにおける分散型汚水処理に関するワークショップ」を東京

にてハイブリッド方式で開催した。また、フィリピン国及びラオス国における浄化槽普及を

支援するため、マニラ市とビエンチャン都で浄化槽海外セミナーを実施した。加えて、分散

型汚水処理に関する国際標準化に向けて日本から新たに提案した ISO 規格「オンサイト生活

排水システムの計画、製造及び施工に関する原則」について、国内ワーキング会合を開催し

て規格内容を検討し、ISO TC224 WG8 国際専門家会議に出席するなど規格作成活動を行っ

た。 
 
 
４．公益目的事業推進事業 

 

４．１ 浄化槽技術研究会業務 

浄化槽技術研究会（昭和 61 年に浄化槽に関する技術上の情報交換、発表を目的に

設置）の構成メンバーは、個人会員 548 <585>名、賛助会員 55 <53>法人（令和８

年３月末現在）。※ < > 内は前年度実績 

会員の方々への特典として、「月刊浄化槽」の配布、当教育センターホームペー

ジの会員専用ページの利用、当教育センターの発行する書籍の購入割引、実務セ

ミナー参加費の割引等を実施。 
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４．２ 出版業務 

 

（１）機関誌「月刊浄化槽」の発行・頒布 

 

（２）論文集「浄化槽研究」の発行・配布 

浄化槽に関する学術論文、調査報告等を「月刊浄化槽」と合本し、随時発表。 

２報<２報>掲載 ※ < > 内は前年度実績 

 

（３）改訂版の発行・販売 

①「浄化槽の維持管理」 

 

（４）新刊書籍の発刊・販売 

①「月刊浄化槽ｱｰｶｲﾌﾞ 登録小型合併処理浄化槽概要 2025 年 10 月版」（電子版） 

 

（５）既刊書籍の販売 

①「浄化槽法の解説」 

②「小型合併処理浄化槽の構造および維持管理」 

③「小型合併処理浄化槽維持管理ガイドライン」 

④「浄化槽技術者の生活排水処理工学」 

⑤「水の消毒」 

⑥「浄化槽の機能診断と対策」 

⑦「浄化槽用語事典」 

⑧「登録小型合併処理浄化槽要覧」 

⑨「小型合併処理浄化槽保守点検清掃記録票の解説と記入方法」 

⑩「Johkasou systems for domestic wastewater treatment 6th Edition」 

⑪ ｢浄化槽工学」 

⑫ ｢性能評価型小型浄化槽の概要｣ 

⑬ ｢性能評価型小型浄化槽の概要２｣ 

⑭「浄化槽管理士試験問題集」 

⑮「浄化槽設備士試験問題集」 

⑯「特定既存単独処理浄化槽の判定に関する手引き」 

⑰「きれいな水のために－浄化槽のはなし」普及啓発パンフレット 

⑱「浄化槽ってなに？」普及啓発チラシ 

⑲「窒素除去型・膜分離型小型合併処理浄化槽維持管理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ・同解説」（電子版） 

⑳「浄化槽整備事業の手引 2024」 

㉑「月刊浄化槽ｱｰｶｲﾌﾞ 浄化槽の今昔」（電子版） 

 

（６）広報資料等の企画・配布、普及啓発活動 

行政機関及び関係団体からの普及啓発資料掲載に関する転載許諾事務を実施。 
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４．３ 情報通信事業 

 

（１）情報検索システムの管理・整備 

浄化槽技術研究会会員等の情報管理を実施。 

 

（２）当教育センターホームページの管理 

コンテンツの拡充・整備を実施。 

・新着情報の更新頻度の向上 

・浄化槽技術研究会 会員専用ページのメニュー更新 

・各ページの情報更新（リンク、事業実績データなど） 

・アクセス解析 

各ページの閲覧数、国内、海外からの閲覧数等を把握 

 

（３）Ｗｅｂサービスの管理 

YouTube チャンネルを開設。 

月刊浄化槽のＰＲや、教育センター開催の行事の案内を実施。 

 

 

「法人の運営体制の充実を図るための取組」 
 
・国家公務員の諸規程を準用した内部規程（服務規程、倫理規程等）を整備し、適宜見直し

を行うとともに、職員に対する周知徹底を図ることで、法令遵守及び適正な業務執行の

確保に努めている。 
 
・社会保険労務士及び税理士と顧問契約を締結し、労務管理及び会計処理について随時相

談及び定期的な確認を受ける体制を整備することにより、法令遵守及び業務の適正性の

確保を図っている。 


